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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第64期

第３四半期連結
累計期間

第65期
第３四半期連結

累計期間
第64期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 45,341 44,715 61,897

経常利益 （百万円） 5,018 3,782 6,637

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 3,262 3,968 4,300

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,478 2,194 7,415

純資産額 （百万円） 57,254 58,130 60,210

総資産額 （百万円） 72,153 71,744 75,322

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 96.73 120.15 128.01

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.5 79.0 78.0

 

回次
第64期

第３四半期連結
会計期間

第65期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 43.71 61.24

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載してお

りません。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当企業グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループが判断したものでありま

す。

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、業種による違いはあるものの、企業業績の回復や雇用・所得

環境の改善を背景に、緩やかな回復基調を維持しておりますが、中国をはじめとした新興国の減速が続き、国内景

気を不透明なものにしています。このような環境にあって、当企業グループは、お客様のニーズに迅速かつ的確に

対応することにより、国内メーカーからの新規受注獲得に努めるとともに、欧米、中国、インド、アセアンを重点

としたグローバル展開を推進してまいりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は447億15百万円（前年同期比1.4％減）、営業利益は34億

87百万円（前年同期比23.1％減）、経常利益は37億82百万円（前年同期比24.6％減）となりました。親会社株主

に帰属する四半期純利益につきましては当社の政策保有方針に基づき保有株式の売却を実施いたしましたこと等

により、特別利益が増加し39億68百万円（前年同期比21.6％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①軸受機器

国内における売上は前年を僅かながら下回る結果となったものの、海外における売上が自動車メーカーとの

取引拡大を背景に増加しました。しかし、海外での積極的な販売活動等により販管費が増加したため、軸受機

器の売上高は334億33百万円（前年同期比5.5％増）、セグメント利益は41億72百万円（前年同期比2.4％減）と

なりました。

②構造機器

橋梁向け製品の売上は増加したものの、建物向け製品は物件の着工先送り・凍結等の影響をうけた結果、構

造機器の売上高は59億60百万円（前年同期比27.0％減）、セグメント損失は8億3百万円（前年同期はセグメン

ト利益55百万円）となりました。

③建築機器

住宅向け製品の売上は増加したものの、ウィンドーオペレーター新規物件の受注が減少したことから、売上

は減少しました。また、積極的な営業施策により販管費が増加した結果、建築機器の売上高は44億6百万円（前

年同期比4.6％減）、セグメント利益は1億13百万円（前年同期比45.5％減）となりました。

④その他

新規市場開拓及び新規領域の拡大に努めた結果、売上、利益ともに増加しました。この結果、売上高は9億15

百万円（前年同期比5.5％増）、セグメント利益は4百万円（前年同期はセグメント損失3百万円）となりまし

た。

なお、地域に関する情報のうち、顧客の所在地を基礎とした売上高は、日本向けが277億12百万円（連結売上

高に占める割合は62.0％）、北米向けが52億67百万円（同11.8％）、欧州向けが19億74百万円（同4.4％）、ア

ジア向けが91億93百万円（同20.5％）、その他向けが5億67百万円（同1.3％）となり、海外向けの合計は170億

3百万円（同38.0％）となりました。
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（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の内容

当社取締役会は、特定の者による当社株式等の大規模買付行為が行われた場合でも、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではなく、また、大規模買付行為を受け

入れるかどうかを最終的に判断するのは株主の皆様であるものと考えております。

もっとも、当社は、企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大規模買付行為を行う者は、例外的に当社

の財務及び事業の方針を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付行為に対しては、必

要かつ相当な措置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えて

おります。

②不適切な支配防止のための取組み及び取締役会の判断

イ）企業価値向上策

当社は「オイルレスベアリングの総合メーカーとして世界のリーダーとなり、技術で社会に貢献する」と

いう経営理念の下、独創的な研究開発によって摩擦・摩耗・潤滑というコア技術を極め、これをグローバル

に展開し、それにより社会に貢献することを今日の経営の基本としております。

さらに、当社は「オイレス」ブランドをグローバルで確立すべく、『グローバル・エクセレントカンパ

ニー』を目指した長期ビジョンを掲げ、中期経営計画と年次経営計画を連動させ、全社一体的な経営計画に

取組んでおります。これは当社のビジョンを共通化して明確にし、その目標を達成するための戦略・戦術を

立て、中期経営計画により段階的に実行していこうというものです。また、目標を共有化することにより、

全社一丸となってこれに取組むことが当社企業価値の最大化に繋がるものと確信しております。

ロ）買収防衛策の導入

当社は、平成18年６月29日開催の第55回定時株主総会において、株主の皆様のご承認を得て、事前警告型

の買収防衛策を導入いたしました（平成27年６月26日開催の当社第64回定時株主総会の決議による変更を含

み、以下「本方針」といいます。）。

本方針は、大規模買付行為をおこなう者（以下「大規模買付者」といいます。）があらかじめ当社が定め

た大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として大規模買付行為に対する対抗措置をとらず、大規模買

付者が当該ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は、株主共同の利益を守ることを目的として、

新株予約権の無償割当等の対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗することができるというものです。

また、当社は当該取組みが前記①に記載のとおり、基本方針に則ったものであり、かつ合理性のあるもの

であることを示すため、

ａ）本方針が適正に運用され、取締役会によって恣意的に判断がなされることを防止するために、当社の業務

執行を行う経営陣から独立している委員で構成されている特別委員会を設置し、同委員会の勧告を義務づ

けること。

ｂ）当社取締役会が具体的な対抗措置を講じたとしても、対抗措置発動の必要がなくなったと判断したとき

は、対抗措置の発動の停止又は変更ができること。

ｃ）本方針の有効期間は平成30年６月開催予定の当社定時株主総会の終結のときまでの３年間とし、本方針の

継続については別途株主総会の承認を経ること。

等の措置を講じております。

（3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、21億28百万円であります。なお、

当第３四半期連結累計期間において、当企業グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（4）経営成績に重要な影響を与える要因

当企業グループの経営成績に重要な影響を与える要因としては、次のものが挙げられます。

①為替変動

当企業グループは、海外への積極的な投資等によりグローバル化を加速させております。このため為替の変

動が、連結決算における邦貨評価での損益及び財政状態に影響を及ぼすことが予想されます。

②原材料価格の上昇

当企業グループの主要材料である鋼材、銅合金、樹脂原材料価格が上昇した場合には業績に影響を及ぼすこ

とが予想されます。

③価格競争

当企業グループの主力販売先であります自動車業界をはじめとして、すべての業界におきましてグローバル

で競争が厳しい状況にあります。当企業グループはこれまで特許を有する独自製品の開発と継続したコストダ

ウンにより対応してまいりましたが、新興国メーカー等の台頭による低価格品が急速に伸長し、価格競争が続

いた場合には業績に影響を及ぼすことが予想されます。

④公共事業関連売上高

道路整備事業を主とした構造機器事業における売上及び利益は、今後の財政再建に伴う公共事業投資予算の

増減や執行の時期により、影響を受けることが予想されます。

（5）経営戦略の現状と見通し

当企業グループは、顧客視点を第一に、グローバル市場への展開を強化してまいります。

軸受機器事業は、一般産業機械市場においては国内既存事業分野の深耕に加え、海外を含めた新たな事業基盤

の確立を図り、自動車関連市場においてはグローバル展開を加速させ、海外での成長をより確実なものにするこ

とで、売上・利益の拡大に努めてまいります。

構造機器事業は、建設コスト上昇による新規物件の着工凍結等により事業環境が厳しい状況にありますが、イ

ンフラ・生産設備向け免震・制震などの新たな事業基盤の確立に加え、徹底した原価低減、費用の削減により、

収益基盤のさらなる改善に努めてまいります。

建築機器事業は、顧客密着型の営業展開を推進することで売上の増加を図るとともに、費用投入の効率化を推

進し、利益の確保につなげてまいります。

 

（6）経営者の問題認識と今後の方針について

当企業グループは「オイレス」ブランドをグローバルで確立すべく、『グローバル・エクセレントカンパニー

への挑戦』を長期ビジョンとして掲げ、平成26年度を起点とする９年の中長期計画を策定しております。

長期ビジョン実現に向けた基本方針は以下のとおりです。

①軸受機器部門は営業、技術部門を海外事業に重点を置いた布陣に変更し、現地顧客との取引拡大による真

のグローバル化を加速してまいります。

②構造機器部門は免震・制震装置で「安全」の提供に加え、当社独自の技術でお客様に「安心」を提供する

ことで、事業領域で№１の地位を確立してまいります。

③建築機器部門は省エネルギーを実現する製品群の確立により、人々の生活環境向上に寄与することで社会

に貢献し、事業の発展につなげてまいります。

これらを達成するため、当企業グループといたしましては成長のスピードを早める必要があり、積極的に外部

との連携を進めてまいります。また、成長分野を見極め、経営資源を適正に配分することで成長戦略を推進して

まいります。

また、当企業グループは、創業時から「摩擦」「摩耗」「潤滑」、その後「振動制御」を加えたオイレスのコ

ア技術の研究・開発を経営の中心に据え、独創的な製品を市場に投入することでお客様の満足度を高めてまいり

ました。今後もこのコアコンピタンス（中核とする独自の技術や能力）を追求し、更なる飛躍を目指したいと考

えております。また、企業が成長していくには、従業員ひとり一人が熱意を持って変革に挑戦し続ける力が必要

であり、そのような力を発揮できる環境作りに積極的に取組んでまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 153,200,000

計 153,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,300,505 36,300,505
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 36,300,505 36,300,505 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 36,300,505 － 8,585 － 9,474

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 2,818,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　33,313,400 333,134 －

単元未満株式 普通株式　　 168,905 － －

発行済株式総数 36,300,505 － －

総株主の議決権 － 333,134 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,400株含まれております。また、

「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数24個が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、「株式給付信託(従業員持株会処分型)」にかかる資産管理サービス

信託銀行株式会社（信託Ｅ口）の保有する普通株式283,600株(議決権の数2,836個)が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

オイレス工業株式会社
東京都港区港南

一丁目２番70号
2,818,200 － 2,818,200 7.76

計 － 2,818,200 － 2,818,200 7.76

　(注)１． 「株式給付信託（従業員持株会処分型）」にかかる資産サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）の保有株式

283,600株については、上記自己株式等の数には含まれておりません。

２． 当第３四半期会計期間末日現在における所有株式数は4,145,442株で、発行済株式総数に対する所有株式数の

割合は11.42％であります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,138 10,107

受取手形及び売掛金 19,354 ※ 17,171

有価証券 3,287 3,287

商品及び製品 3,344 3,429

仕掛品 2,794 3,075

原材料及び貯蔵品 2,245 2,169

その他 1,850 2,561

貸倒引当金 △51 △51

流動資産合計 40,963 41,750

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,286 8,979

機械及び装置（純額） 5,382 5,493

土地 3,791 3,776

その他（純額） 3,346 2,390

有形固定資産合計 21,807 20,639

無形固定資産 1,466 1,261

投資その他の資産   

投資有価証券 9,069 6,120

退職給付に係る資産 106 107

その他 1,940 1,883

貸倒引当金 △32 △18

投資その他の資産合計 11,084 8,091

固定資産合計 34,358 29,993

資産合計 75,322 71,744
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,337 ※ 6,357

未払法人税等 584 351

賞与引当金 1,203 533

役員賞与引当金 125 95

その他 3,040 2,874

流動負債合計 11,290 10,212

固定負債   

長期借入金 412 277

役員退職慰労引当金 83 93

退職給付に係る負債 619 570

その他 2,705 2,459

固定負債合計 3,821 3,400

負債合計 15,111 13,613

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,585 8,585

資本剰余金 9,474 9,479

利益剰余金 39,955 42,300

自己株式 △4,606 △7,217

株主資本合計 53,407 53,147

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,983 1,948

為替換算調整勘定 2,867 2,073

退職給付に係る調整累計額 △522 △467

その他の包括利益累計額合計 5,328 3,554

非支配株主持分 1,473 1,428

純資産合計 60,210 58,130

負債純資産合計 75,322 71,744
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 45,341 44,715

売上原価 29,043 28,955

売上総利益 16,297 15,759

販売費及び一般管理費 11,762 12,272

営業利益 4,535 3,487

営業外収益   

受取利息 18 41

受取配当金 122 201

為替差益 312 －

その他 181 189

営業外収益合計 634 432

営業外費用   

支払利息 18 23

為替差損 － 68

持分法による投資損失 51 －

デリバティブ評価損 59 13

その他 22 32

営業外費用合計 151 137

経常利益 5,018 3,782

特別利益   

投資有価証券売却益 － 1,310

関係会社株式売却益 － 298

特別利益合計 － 1,609

特別損失   

固定資産処分損 13 16

投資有価証券評価損 53 1

投資有価証券売却損 － 0

特別損失合計 66 17

税金等調整前四半期純利益 4,951 5,373

法人税等 1,584 1,291

四半期純利益 3,367 4,082

非支配株主に帰属する四半期純利益 104 113

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,262 3,968
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 3,367 4,082

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 699 △1,037

為替換算調整勘定 274 △716

退職給付に係る調整額 80 55

持分法適用会社に対する持分相当額 56 △188

その他の包括利益合計 1,111 △1,887

四半期包括利益 4,478 2,194

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,336 2,167

非支配株主に係る四半期包括利益 141 27
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

大連三環複合材料技術開発有限公司は、第１四半期連結会計期間において持分を売却したことにより、持

分法適用の範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、連結子会社のうち決算日が12月31日であったOiles India Private Limited

は、決算日を３月31日に変更しております。この決算期変更に伴い平成27年１月１日から平成27年３月31日

までの損益につきましては、利益剰余金の増減として調整しております。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

なお、当該変更による当第３四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －百万円 247百万円

支払手形 － 64

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

あります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 2,074百万円 2,338百万円

 

EDINET提出書類

オイレス工業株式会社(E01642)

四半期報告書

13/18



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．配当金支払額

平成26年６月27日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・866百万円

（ロ）１株当たり配当額・・・30円

（ハ）基準日・・・・・・・・平成26年３月31日

（ニ）効力発生日・・・・・・平成26年６月30日

（ホ）配当の原資・・・・・・利益剰余金

（注）配当金の総額には「株式給付信託(従業員持株会処分型)」信託Ｅ口に対する配当金10百万円を含めて

おります。

平成26年11月５日の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・697百万円

（ロ）１株当たり配当額・・・25円

（ハ）基準日・・・・・・・・平成26年９月30日

（ニ）効力発生日・・・・・・平成26年12月５日

（ホ）配当の原資・・・・・・利益剰余金

（注）配当金の総額には「株式給付信託(従業員持株会処分型)」信託Ｅ口に対する配当金７百万円を含めて

おります。

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成26年７月29日開催の取締役会決議に基づき、自己株式965千株の取得を行いました。当第３

四半期連結累計期間において自己株式が2,511百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株

式が7,556百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．配当金支払額

平成27年６月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・837百万円

（ロ）１株当たり配当額・・・25円

（ハ）基準日・・・・・・・・平成27年３月31日

（ニ）効力発生日・・・・・・平成27年６月29日

（ホ）配当の原資・・・・・・利益剰余金

（注）配当金の総額には「株式給付信託(従業員持株会処分型)」信託Ｅ口に対する配当金８百万円を含めて

おります。

平成27年11月５日の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・837百万円

（ロ）１株当たり配当額・・・25円

（ハ）基準日・・・・・・・・平成27年９月30日

（ニ）効力発生日・・・・・・平成27年12月４日

（ホ）配当の原資・・・・・・利益剰余金

（注）配当金の総額には「株式給付信託(従業員持株会処分型)」信託Ｅ口に対する配当金７百万円を含めて

おります。

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成27年11月５日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,326千株の取得を行いました。当第

３四半期連結累計期間において自己株式が2,713百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己

株式が7,217百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 軸受機器 構造機器 建築機器 計

売上高         

外部顧客への売上高 31,690 8,164 4,618 44,473 867 45,341 － 45,341

セグメント間の内部
売上高又は振替高

21 － 10 31 5 37 △37 －

計 31,711 8,164 4,628 44,504 873 45,378 △37 45,341

セグメント利益又は損

失(△)
4,274 55 207 4,538 △3 4,535 － 4,535

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 軸受機器 構造機器 建築機器 計

売上高         

外部顧客への売上高 33,433 5,960 4,406 43,799 915 44,715 － 44,715

セグメント間の内部
売上高又は振替高

4 － 1 5 12 17 △17 －

計 33,437 5,960 4,407 43,804 927 44,732 △17 44,715

セグメント利益又は損

失(△)
4,172 △803 113 3,482 4 3,487 － 3,487

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 96.73円 120.15円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
3,262 3,968

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
3,262 3,968

普通株式の期中平均株式数（千株） 33,727 33,028

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「普通株式の期中平均株式数」は、連結財務諸表において自己株式として処理している資産管理サービス信託

銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式を、発行済株式総数から控除する自己株式に含めて算定してお

ります。これらの期中平均株式数は、前第３四半期連結累計期間377千株、当第３四半期連結累計期間294千株

であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成27年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・837百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・25円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成27年12月４日

（注）１．平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

　　　２．配当金の総額には「株式給付信託(従業員持株会処分型)」信託Ｅ口に対する配当金７百万円を含めてお

ります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

オイレス工業株式会社

取締役会　御中

 

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡村　俊克　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 湯浅　敦　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　通子　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオイレス工業株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から

平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オイレス工業株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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